
- 1 - 

 

集落営農活性化プロジェクト促進事業実施要綱（令和４年３月 30日付け３経営第 3156号農林水産事務次官依命通知）一部改正新旧対照表 

 
（下線部分は改正部分） 

 

改   正   後 改   正   前 

第３ 事業の実施 
１ 事業の実施方針 
（１）助成事業 

第５の市町村が策定する集落営農等支援計画（別紙様式第２号。以
下「支援計画」という。）に基づき、地域計画（農業経営基盤強化促
進法（昭和 55年法律第 65号。以下「基盤強化法」という。）第 19条
第１項に規定する地域計画をいう。以下同じ。）又は実質化された人
・農地プラン（農業経営基盤強化促進法の基本要綱（平成 24年５月 31
日付け 24 経営第 564 号農林水産省経営局長通知）附則（令和５年４月
１日付け４経営第 3216号）５の規定によりなお従前の例によるものと
される人・農地プランの具体的な進め方について（令和元年 6月 26日
付け元経営第 494 号農林水産省経営局長通知。以下「人・農地プラン
進め方通知」という。）に基づき策定されたものをいう。以下同じ。）
が策定されている地域等において、集落営農組織等による集落営農の
活性化に向けたビジョンづくりとその実現に向けた取組を助成する。 

（２）（略） 
 

２ 事業実施地区 
本事業は、以下の地区を対象とする。ただし、当該実施地区と隣接す

る地域であって、かつ、当該事業と一体的に事業を実施することが集落
営農組織の発展に向けて必要と認められる地域については、同地域を含
めて一体的に実施することができるものとする。 

（１）地域計画 
本事業の計画申請までに、地域計画が策定されている地区 

 
 

（２）実質化された人・農地プラン 
本事業の計画申請までに、実質化された人・農地プラン、人・農地

プラン進め方通知の３により実質化された人・農地プランとみなすこ
とができると判断できる既存の人・農地プラン及び同通知の４により
実質化された人・農地プランとして取り扱うことのできる人・農地プ
ラン以外の同種取決め等（以下「人・農地プラン等」という。）の策
定されている地区であり、工程表（「地域計画の策定に取り組む地区
の工程表」の策定について（令和４年９月 22 日付け４経営第 1531 号
農林水産省経営局経営政策課長通知）に基づき作成した工程表をいう。

第３ 事業の実施 
１ 事業の実施方針 
（１）助成事業 

市町村が策定する集落営農等支援計画（以下「支援計画」という。）
に基づき、地域計画（農業経営基盤強化促進法（昭和 55 年法律第 65
号。以下「基盤強化法」という。）第 19条第１項に規定する地域計画
をいう。以下同じ。）又は実質化された人・農地プラン（農業経営基
盤強化促進法の基本要綱（平成 24 年５月 31 日付け 24 経営第 564 号
農林水産省経営局長通知）附則（令和５年４月１日付け４経営第 3216
号）５の規定によりなお従前の例によるものとされる人・農地プラン
の具体的な進め方について（令和元年 6 月 26 日付け元経営第 494 号
農林水産省経営局長通知。以下「人・農地プラン進め方通知」という。）
に基づき策定されたものをいう。以下同じ。）が策定されている地域
等において、集落営農組織等による集落営農の活性化に向けたビジョ
ンづくりとその実現に向けた取組を助成する。 

（２）（略） 
 

２ 事業実施地区 
本事業は、以下の地区を対象とする。ただし、当該実施地区と隣接す

る地域であって、かつ、当該事業と一体的に事業を実施することが集落
営農組織の発展に向けて必要と認められる地域については、同地域を含
めて一体的に実施することができるものとする。 

（１）地域計画 
本事業の計画申請までに、地域計画が策定されている区域又は地域

計画の策定に向けた工程表が作成され、令和５年度中に策定が確実と
見込まれる区域 

（２）実質化された人・農地プラン 
本事業の計画申請までに、実質化された人・農地プラン、人・農地

プラン進め方通知の３により実質化された人・農地プランとみなすこ
とができると判断できる既存の人・農地プラン及び同通知の４により
実質化された人・農地プランとして取り扱うことのできる人・農地プ
ラン以外の同種取決め等（以下「人・農地プラン等」という。）の策
定されている地区であり、工程表（「地域計画の策定に取り組む地区
の工程表」の策定について（令和４年９月 22日付け４経営第 1531号
農林水産省経営局経営政策課長通知）に基づき作成した工程表をい
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以下同じ。）を作成し、令和６年度中に地域計画の策定が確実と見込
まれる地区 
 

３ 事業実施期間等 
第５の都道府県事業実施計画（別紙様式第３号。以下「都道府県計画」

という。）及び市町村の支援計画に記載された取組は、事業実施年度の
年度内に取組を完了するものとする。 
また、５の（１）の助成対象者は、ビジョンの実現に向け最長で３年

間取組を継続できることとし、この場合において、国の補助は、それぞ
れの年度において承認した都道府県計画及び支援計画に記載された取組
に係る経費を対象とするものとする。 

 
４ （略） 
 
５ 事業内容 
（１）（略） 
（２）助成対象者及び事業実施主体の取組及び助成・補助の内容 
ア （略） 
イ 都道府県の取組及び補助の内容 
（ア）都道府県サポート活動 

都道府県は、助成対象者の集落ビジョン及び年度別計画（以下「集
落ビジョン等」という。）の策定及び集落ビジョンの実現に向けた取
組について、都道府県が主たる構成員となり、市町村やＪＡ等の地域
の関係機関等が参画した体制を構築し、集落営農の経営状況等の分析
や取組の提案、話合いのサポート、連携先の紹介、栽培技術等の指導
等の必要なサポートを行うものとする。また、サポートに当たっては、
必要に応じて、農業経営・就農支援体制整備推進事業実施要綱（令和
６年４月１日付け５経営第〇〇号農林水産事務次官依命通知）第２の
（１）の農業経営・就農サポート推進事業（以下「サポート事業」と
いう。）による伴走型支援の活用も検討するものとする。 
補助対象となる経費及び補助率は、関係機関（市町村を除く。）が

行うサポートに対する経費を含め、別紙２に掲げるとおりとし、他の
国の補助事業と重複して補助を受けないものとする。 

ウ （略） 
  

う。以下同じ。）を作成し、地域計画の策定に向けた協議の場の設置
を予定している区域 

 
３ 事業実施期間等 

第５の都道府県事業実施計画（以下「都道府県計画」という。）及び
市町村の支援計画に記載された取組は、事業実施年度の年度内に取組を
完了するものとする。 
また、５の（１）の助成対象者は、ビジョンの実現に向け最長で４年

間取組を継続できることとし、この場合において、国の補助は、それぞ
れの年度において承認した都道府県計画及び支援計画に記載された取
組に係る経費を対象とするものとする。 
 

４ （略） 
 
５ 事業内容 
（１）（略） 
（２）助成対象者及び事業実施主体の取組及び助成・補助の内容 
ア （略） 
イ 都道府県の取組及び補助の内容 
（ア）都道府県サポート活動 

都道府県は、助成対象者の集落ビジョン及び年度別計画（以下「集
落ビジョン等」という。）の策定及び集落ビジョンの実現に向けた取
組について、都道府県が主たる構成員となり、市町村やＪＡ等の地域
の関係機関等が参画した体制を構築し、集落営農の経営状況等の分析
や取組の提案、話合いのサポート、連携先の紹介、栽培技術等の指導
等の必要なサポートを行うものとする。また、サポートに当たっては、
必要に応じて、農業経営・就農支援体制整備推進事業実施要綱（令和
３年３月 26日付け２経営第 2988 号農林水産事務次官依命通知）第２
の（１）の農業経営・就農サポート推進事業（以下「サポート事業」
という。）による伴走型支援の活用も検討するものとする。 
補助対象となる経費及び補助率は、関係機関（市町村を除く。）が

行うサポートに対する経費を含め、別紙２に掲げるとおりとし、他の
国の補助事業と重複して補助を受けないものとする。 

ウ （略） 
 

第４ 成果目標 
１ （略） 
 
２ 目標年度 

成果目標の目標年度は、第５の４支援計画の承認のあった日の属する
年度から起算して３年度目とする。 
 

第４ 成果目標 
１ （略） 
 
２ 目標年度 

成果目標の目標年度は、第５の４支援計画の承認のあった日の属する
年度から起算して４年度目とする。 
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第５ 実施手続 
１ （略） 
 
２ 都道府県知事は、１により提出された支援計画の内容が集落ビジョン

等を踏まえ作成されたものであることを確認した上で、別紙様式第３号
により都道府県計画を作成し、別紙様式第４号により地方農政局長等
（北海道にあっては北海道農政事務所長、沖縄県にあっては内閣府沖縄
総合事務局長、その他の都府県にあっては当該都府県の区域を管轄する
地方農政局長をいう。以下同じ。）へ承認の申請をするものとする。そ
の際、都道府県知事は、過年度の事業から継続する事業である場合には、
前年度の支援計画の目標達成状況等を踏まえ、別紙５の都道府県ポイン
トを加算することができるものとする。 
なお、申請に当たっては、次に掲げる要件を全て満たしていることを

十分に確認するものとする。 
（１）～（６）（略） 
 
３・４（略） 

 

第５ 実施手続 
１ （略） 
 
２ 都道府県知事は、１により提出された支援計画の内容が集落ビジョン

等を踏まえ作成されたものであることを確認した上で、別紙様式第３号
により都道府県計画を作成し、別紙様式第４号により地方農政局長等
（北海道にあっては北海道農政事務所長、沖縄県にあっては内閣府沖縄
総合事務局長、その他の都府県にあっては当該都府県の区域を管轄する
地方農政局長をいう。以下同じ。）へ承認の申請をするものとする。そ
の際、都道府県知事は、過年度の事業から継続する事業である場合には、
過年度の支援計画の目標達成状況等を踏まえ、別紙５の都道府県ポイン
トを加算することができるものとする。 
なお、申請に当たっては、次に掲げる要件をすべて満たしていること

を十分に確認するものとする。 
（１）～（６）（略） 
 
３・４（略） 

 
第６ 事業の着手等 
１ （略） 
 
２ 助成対象者は、事業の着手等に当たっては、自ら一般競争入札又は複

数の業者からの見積もりを徴取するなど、事業費の低減に向けた取組を
行うものとする。また、このことについて、事業実施主体である市町村
は助成対象者に周知・指導等を行うものとする。 

 
 
３～６ （略） 

 

第６ 事業の着手等 
１ （略） 
 
２ 助成対象者は、事業の着手等に当たっては、自ら一般競争入札又は農

業資材比較サービス（ＡＧＭＩＲＵ「アグミル」）の活用等による複数
の業者からの見積もりを徴取するなど、事業費の低減に向けた取組を行
うものとする。また、このことについて、事業実施主体である市町村は
助成対象者に周知・指導等を行うものとする。 

 
３～６ （略） 
 

第７ 支援計画の重要な変更 
 支援計画の重要な変更は、次に掲げるものとし、第５の手続に準じて
行うものとする。 
なお、これに該当しない変更に当たっては、事業の実施状況、社会・

経済情勢の変化等を勘案し、適切に行うものとする。また、都道府県知
事は、これらを掌握して適切に助言・指導等を行うよう努めるものとす
る。 

（１）成果目標の変更 
（２）助成対象者の変更 
（３）助成対象者の事業内容の新設 
（４）事業計画の総補助金額の増 

 

第７ 支援計画の重要な変更 
 支援計画の重要な変更は、次に掲げるものとし、第５の手続に準じて
行うものとする。 
なお、これに該当しない変更にあたっては、事業の実施状況、社会・

経済情勢の変化等を勘案し、適切に行うものとする。また、都道府県知
事は、これらを掌握して適切に助言・指導等を行うよう努めるものとす
る。 

（１）成果目標の変更 
（２）助成対象者の変更 
（３）助成対象者の事業内容の新設 
（４）事業計画（５年間）の総補助金額の増 

 
第 13 国の助成措置等 第 13 国の助成措置等 
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１ （略） 

 

２ 国は、本事業に対する要望の把握に努めるとともに、配分予定額の範

囲内で、以下の（１）から（３）までにより算定した配分額を都道府県

に配分するものとする。 
（１） （略） 
（２）助成対象者が集落ビジョンの実現に向けて実施する取組について

は、事業実施主体である市町村は、集落ビジョンに記載された成果目

標等の取組を別紙５のポイント基準表に基づきポイント化し、その合

計値を集落ビジョンに記載された最長５年間の総補助金額で除して

採択ポイントを算定する。また、本事業により過年度から継続して実

施する取組については、市町村が算定した採択ポイントに、都道府県

が当該取組の前年度の成果目標の達成状況を踏まえたポイント加算

を行う。 

国は、算定された採択ポイント（都道府県の加算ポイントを含む）

の高い取組から順に採択することとし、採択する取組の第３の１の

（１）の助成事業に係る補助金の要望額を配分額とする。 

なお、中山間地農業ルネッサンス事業実施要綱（平成29年３月31日

付け28農振第2275号農林水産事務次官依命通知）の第３の３のアから

シまでに掲げる地域に所在する助成対象者であって、同要綱の第２に

規定する振興計画において支援対象とされている取組は、これらの取

組を優先的に支援するために設定する配分予定額の範囲内で優先的に

採択するものとする。 

 

（３） （略） 
 

１ （略） 

 

２ 国は、本事業に対する要望の把握に努めるとともに、配分予定額の範

囲内で、以下の（１）から（３）までにより算定した配分額を都道府県

に配分するものとする。 
（１） （略） 
（２）助成対象者が集落ビジョンの実現に向けた取組を実施する取組につ

いては、事業実施主体である市町村は、集落ビジョンに記載された成

果目標等の取組を別紙５のポイント基準表に基づきポイント化し、そ

の合計値を集落ビジョンに記載された最長５年間の総補助金額で除

して採択ポイントを算定する。また、本事業により過年度から継続し

て実施する取組については、市町村が算定した採択ポイントに、都道

府県が当該取組の過年度の成果目標の達成状況を踏まえたポイント

加算を行う。 

国は、算定された採択ポイント（都道府県の加算ポイントを含む）

の高い取組から順に採択することとし、採択する取組の第３の１の

（１）の助成事業に係る補助金の要望額を配分額とする。 

なお、第３の２の(１)の地域計画の区域を実施地区とする取組又は

中山間地農業ルネッサンス事業実施要綱（平成29年３月31日付け28農

振第2275号農林水産事務次官依命通知）の第３の３のアからシまでに

掲げる地域に所在する助成対象者であって、同要綱の第２に規定する

振興計画において支援対象とされている取組は、これらの取組を優先

的に支援するために設定する配分予定額の範囲内で優先的に採択す

るものとする。 

（３） （略） 
 

第 16 環境負荷低減に向けた取組の実施 
１ 事業実施主体及び助成対象者は、本事業の実施に当たっては、環境と

調和のとれた食料システムの確立のための環境負荷低減事業活動の促

進等に関する法律（令和４年法律第37号。以下「みどりの食料システム

法」という。）に基づく環境負荷低減に取り組むものとする。 

 

２ 事業実施主体及び助成対象者は、環境負荷低減の取組について明らか

にした環境負荷低減のクロスコンプライアンスチェックシート（参考様

式。以下「チェックシート」という。）記載の各取組を実施することと

する。 

（新設） 
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３ 事業実施主体及び助成対象者は、チェックシートに記載された各取組

について、自らが事業実施期間中に実施する旨をチェックした上で、当

該チェックシートを助成対象者は市町村長に、市町村長は都道府県知事

に、都道府県知事は地方農政局長等に提出する。 

 

４ ３に係るチェックシートが、国庫補助金等の交付を受けるに当たり既

に他事業で提出しているチェックシートの内容と重複する場合には、提

出済みのチェックシートの写しを提出することで代えることができる。 
 

第 17 （略） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 16 （略） 
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（別紙１－２）「中核となる若者等の雇用」に係る基準について 
 

中核となる若者等の雇用に当たっては、以下の基準を満たすこと。 

１～５（略） 

６ 中核となる若者等との間で、集落ビジョン又は集落ビジョン承認前の直近の総会で承認

された助成対象者の事業計画に基づいて締結する雇用契約より前に雇用関係がないこ

と。 

７ （略） 

 
 
 

（別紙１－２）「中核となる若者等の雇用」に係る基準について 
 

中核となる若者等の雇用に当たっては、以下の基準を満たすこと。 

１～５（略） 

６ 中核となる若者等との間で、本事業に関する取組で締結する雇用契約より前に雇用関係

がないこと。 

 

７ （略） 

 

（別紙４）成果目標の目標水準 
 

目標項目 
目標 

（当初採択年度から目標年度の目標） 

１ 継続的な発展のための体

制の確立 
（略） 

（１）人材の確保 （略） 

（２）人材の育成（※） （略） 

（３）円滑な世代交代 
構成員等のうち、60 歳以下の農業機械のオペレータ

ーを増加させる。 

（４）農地の集積 （略） 

（５）経営の高度化（※） （略） 

２ 継続的な発展のための収

益性の改善 
（略） 

（１）事業の周年化（※） （略） 

（２）高収益作物等の導入・拡

大 
（略） 

（３）加工品や直売等の導入・

拡大 
（略） 

（４）農作業の省力化 （略） 

（注）成果目標は、原則として助成対象者が本事業で行う取組内容に即して設定するものと

する。 

なお、別紙５のポイント基準の（３）の目標ポイントを選択した項目については、成果目

標として必ず設定するものとする（申請時点で達成している項目は設定不可。）。 

※の成果目標については、第３の５の（１）のエの連携組織の場合にあっては、当該連

携組織の構成員で同アからウまでの要件を満たす組織の取組であっても設定できるもの

とする。 

（別紙４）成果目標の目標水準 
 

目標項目 
目標 

（当初採択年度から目標年度の目標） 

１ 継続的な発展のための体

制の確立 
（略） 

（１）人材の確保 （略） 

（２）人材の育成（※） （略） 

（新設） （新設） 

（３）農地の集積 （略） 

（４）経営の高度化（※） （略） 

２ 持続的な発展のための収

益性の改善 
（略） 

（１）事業の周年化（※） （略） 

（２）高収益作物等の導入・拡

大 
（略） 

（３）加工品や直売等の導入・

拡大 
（略） 

（４）農作業の省力化 （略） 

（注）成果目標は、原則として助成対象者が本事業で行う取組内容に即して設定するものと

する。 

なお、別紙５のポイント基準の（２）の目標ポイントを選択した項目については、成果目

標として必ず設定するものとする（申請時点で達成している項目は設定不可。）。 

※の成果目標については、第３の５の（１）のエの連携組織の場合にあっては、当該

連携組織の構成員で同アからウまでの要件を満たす組織の取組であっても設定できる

ものとする。 
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（別紙５）ポイント基準 

 

（１）地域計画策定ポイント 

項目 点数 

地域計画が策定されていること ５点 
 

（別紙５）ポイント基準 
 

（新設） 

 
 
 
 

（２）広域連携等ポイント 

項目 点数 

連携組織を設立して、複数の集落営農が広域連携して本事業に取

り組む、又は他の法人や異業種と連携して本事業に取り組む 
５点 

他の集落営農と連携して、規約に基づいて農業機械の共同利用、

農産物の共同販売等に取り組む 
３点 

（注）申請時点において達成している場合もポイントの対象になるものとする。 

 

（１）広域連携等ポイント 

項目 点数 

連携組織を設立して、複数の集落営農が広域連携して本事業に取

り組む、又は他の法人や異業種と連携して本事業に取り組む 
５点 

他の集落営農と連携して、規約に基づいて農業機械の共同利用、

農産物の共同販売等に取り組む 
３点 

 

（３）目標ポイント 

項目 
目標年度までに 

実現すること 
点数 

１ 継続的な発展のため

の体制の確立 

  

（１）人材の確保 （略） （略） 

（２）人材の育成（※２） （略） （略） 

（３）円滑な世代交代 構成員等のうち、60歳以下の

農業機械のオペレーターを増

加させる 
３点 

（４）農地の集積 （略） （略） 

（５）経営の高度化（※２） 
（略） 

（略） 

（略） 

（略） 

（略） 

（２）目標ポイント 

項目 
目標年度までに 

実現すること 
点数 

１ 継続的な発展のため

の体制の確立 

  

（１）人材の確保 （略） （略） 

（２）人材の育成（※２） （略） （略） 

 

（新設） 

 

（新設） 
 

（新設） 

（３）農地の集積 （略） （略） 

（４）経営の高度化（※２） 
（略） 

（略） 

（略） 

（略） 

（略） 
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２ 継続的な発展のため

の収益性の改善 

   

（１）事業の周年化（※２） （略） 
（略） 

（２）高収益作物等の導

入・拡大 
（略） （略） 

（３）加工品や直売等の

導入・拡大 
（略） （略） 

（４）農作業の省力化 （略） （略） 

（注）（略） 

２ 継続的な発展のため

の収益性の改善 

   

（１）事業の周年化（※２） （略） （略） 

（２）高収益作物等の導

入・拡大 
（略） （略） 

（３）加工品や直売等の

導入・拡大 
（略） （略） 

（４）農作業の省力化 （略） （略） 

（注）（略） 
 

（４）付加ポイント 

項目 
目標年度までに 

実現すること 
点数 

（１）リスクへの備え（※） 

 

（略） 
（略） 

（２）環境への配慮（※） 申請時点において、持続性の

高い農業生産方式の導入に

関する計画（みどりの食料シス

テム法附則第３条第２項により

なおその効力を有するものと

された持続性の高い農業生産

方式の導入の促進に関する

法律（平成11年法律第110号）

第4条第１項に規定する持続

性の高い農業生産方式の導

入に関する計画をいう。以下

同じ。）の認定を受けている、

環境負荷低減事業活動実施

計画（みどりの食料システム法

第19条第１項に規定する環境

負荷低減事業活動実施計画

をいう。以下同じ。）又は特定

環境負荷低減事業活動実施

計画（同法第21条第１項に規

定する特定環境負荷低減事

業活動実施計画をいう。以下

同じ。）の認定を受けている 

 

 

 

 

２点 

（３）付加ポイント 

項目 
目標年度までに 

実現すること 
点数 

（１）リスクへの備え（※） 

 

（略） 
（略） 

（２）環境への配慮（※） 申請時点において、持続性の

高い農業生産方式の導入に

関する計画（環境と調和のと

れた食料システムの確立のた

めの環境負荷低減事業活動

の促進等に関する法律（令和

４年法律第37号。以下「みどり

の食料システム法」という。）附

則第３条第２項によりなおその

効力を有するものとされた持

続性の高い農業生産方式の

導入の促進に関する法律（平

成11年法律第110号）第4条第

１項に規定する持続性の高い

農業生産方式の導入に関す

る計画をいう。以下同じ。）の

認定を受けている、環境負荷

低減事業活動実施計画（みど

りの食料システム法第19条第

１項に規定する環境負荷低減

事業活動実施計画をいう。以

下同じ。）又は特定環境負荷

低減事業活動実施計画（同法

第21条第１項に規定する特定

環境負荷低減事業活動実施

計画をいう。以下同じ。）の認

１点 
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化学農薬や化学肥料の削減

を行う １点 

（３）輸出の取組（※） （略） （略） 

（略） 
 

 

定を受けている、又は化学農

薬や化学肥料の削減を行っ

ている 

（新設） （新設） 

（３）輸出の取組（※） （略） （略） 

（略） 
 
 

（５）都道府県ポイント 

項目 内容 点数 

都道府県加算

ポイント 

前年度の助成対象者の実績等を

踏まえ、都道府県ポイントを加

算（取組初年度を除く。） 

前年度の目標を達成した項目

の割合に応じて、加点 

成果目標の全て達成 10 点 

９割以上達成９点 

８割以上達成８点 

７割以上達成７点 

６割以上達成６点 

５割以上達成５点 

４割以上達成４点 

３割以上達成３点 

２割以上達成２点 

１割以上達成１点 
 

（４）都道府県ポイント 

項目 内容 点数 

都道府県加算

ポイント 

過年度の実績等を踏まえ、都道

府県ポイントを加算（取組初年

度を除く。） 

過年度の目標を達成した項目

の割合に応じて、加点 

成果目標の全て達成 10 点 

９割以上達成９点 

８割以上達成８点 

７割以上達成７点 

６割以上達成６点 

５割以上達成５点 

４割以上達成４点 

３割以上達成３点 

２割以上達成２点 

１割以上達成１点 
 

 
 
 

 

（別紙様式第１－１号） 
 

〇〇集落ビジョン 

（別紙様式第１－１号） 
 

〇〇集落ビジョン 

都道府県名  市町村名  

地区名  地区内農地面積  

集落営農組織名  

連携組織名 

構成組織名 
 

※複数の集落営農が連携して事業に取り組む、又は他の法人や異業種と連携して本事業に取

り組む場合は、「連携組織名」欄に連携組織の名称を、「構成組織名」欄に連携組織の構成

都道府県名  市町村名  

地区名  地区内のうち面積  

集落営農組織名  

連携組織名 

構成組織名 
 

※複数の集落営農が連携して事業に取り組む、又は他の法人や異業種と連携して本事業に取

り組む場合は、「連携組織名」欄に連携組織の名称を、「構成組織名」欄に連携組織の構
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員全てを記載してください。 

 
成員すべてを記載してください。 

 

１～３（略） １～３（略） 
 

４ 成果目標等 

（１）成果目標について 

成果目標に設定する項目の「□」にチェックを入れること。ただし、現状欄のみに記載 

した項目はチェック不可。 

 項目 内容 現状 １ 年 目

（当初採

択年度） 

〇年目 〇年目 〇年目 〇 年 目

（目標年

度） 

R 年度 R 年度 R 年度 R 年度 R 年度 R 年度 

1 継続的な発展のための体制の確立 

□ (１）人材の確保 （略）       

□ (２)人材の育成

（※２） 

（略）       

□ （３）円滑な世代

交代 

構成員等

のうち、60

歳以下の

オペレー

ターの増

加 （ 取 組

組 織 名 ：

□□□） 

      

 (４)農地の集積 （略）       

□ (５)経営の高度

化 

(略)       

就 業 規

則 の 策

定（※１）

（取組組

織 名

：   ） 

      

（略）       

（略）       

２ 継続的な発展のための収益性の改善 

□ (１)事業の周年

化 

(略)       

□ (２)高収益作物

等の導入・拡大 

(略)       

□ (３)加工品や直

売等の導入・拡

(略)       

 

４ 成果目標等 

（１）成果目標について 

成果目標に設定する項目の「□」にチェックを入れること。ただし、現状欄のみに記載

した項目はチェック不可。 

 項目 内容 現状 １ 年 目

（当初採

択年度） 

〇年目 〇年目 〇年目 〇 年 目

（目標年

度） 

R 年度 R 年度 R 年度 R 年度 R 年度 R 年度 

1 継続的な発展のための体制の確立 

□ (１）人材の確保 （略）       

□ (２)人材の育成

（※２） 

（略）       

□ （新設） 

 

 

 

 

 

 

 

（新設）       

□ (３)農地の集積 （略）       

□ (４)経営の高度

化 

（略）       

就 業 規

則 の 法

人化（※

１）（取組

組 織 名

：   ） 

      

（略）       

（略）       

２ 継続的な発展のための収益性の改善 

□ (１)事業の周年

化 

（略）       

□ (２)高収益作物

等の導入・拡大 

（略）       

□ (３)加工品や直

売等の導入・拡

（略）       
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大 

□ (４)農作業の省

力化 

(略)       

（略） 

 
（２）その他の取組について 

項目 内容 
チェ

ック 

(1)リスクへの備え

（取組組織名： ） 

（略） 

 

 

□ 

(2)環境への配慮

（取組組織名： ） 

持続性の高い農業生産方式の導入に関する計画の認定を受けて

いる、環境負荷低減事業活動実施計画又は特定環境負荷低減事

業活動実施計画の認定を受けている（※２） 

 

□ 

化学農薬や化学肥料の削減を行う（※２） 
□ 

 

(3)輸出の取組（取

組組織名：  ） 

（略） □ 

（略） 

５・６ （略） 

 

７ 添付書類 

（１） （略） 

（２） 環境負荷低減のクロスコンプライアンスチェックシート 

（３） （略） 

 

 

 

大 

□ (４)農作業の省

力化 

（略）       

（略） 

 
（２）その他の取組について 

項目 内容 
チェ

ック 

(1)リスクへの備え

（取組組織名： ） 

（略） 

 

 

□ 

(2)環境への配慮

（取組組織名： ） 

持続性の高い農業生産方式の導入に関する計画の認定を受けて

いる、環境負荷低減事業活動実施計画又は特定環境負荷低減事

業活動実施計画の認定を受けている、又は化学薬品や化学肥料の

削減を行っている（※２） 

□ 

（新設） （ 新

設） 

(3)輸出の取組（取

組組織名：  ） 

（略） □ 

（略） 

５・６ （略） 

 

７ 添付書類 

（１） （略） 

（新設） 

（２） （略） 

 
 
 

（別紙様式第２号） 
令和〇年度集落営農等支援計画 

 

１ （略） 

 

２ 目標地図又は人・農地プラン 

（１）目標地図 

目標地図 ［組織名］ 

令和６年度中に目標

地図に位置付けられ

ることが確実 

［組織名］ 

（注）（略） 

 

（別紙様式第２号） 
令和〇年度集落営農等支援計画 

 
１ （略） 

 

２ 目標地図又は人・農地プラン 

（１）目標地図 

目標地図 ［組織名］ 

令和５年度中に目標

地図に位置付けられ

ることが確実 

［組織名］ 

（注）（略） 
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（２）・（３）（略） 

 

３・４（略） 

 

５ 添付書類 

・ 別紙様式第２号別添１ 助成事業等実施内容（内訳） 

・ 別紙様式第１－１号 集落ビジョン及び別紙様式第１－２号 年度別実施計画 

・ 助成対象者の定款又は規約、構成員の状況及びその他経営状況が分かる資料 

・ 地域計画が策定されている場合には、助成対象者が位置付けられている目標地図を含

む地域計画 

・ 地域計画が策定されていない場合には、助成対象者が位置付けられている実質化され

た人・農地プラン 

・ 工程表 

・ 環境負荷低減のクロスコンプライアンスチェックシート 

・ その他、都道府県知事が必要と認める書類 

（注）（略） 

 
 
 
 
 

（２）・（３）（略） 

 

３・４（略） 

 

５ 添付書類 

・ 別紙様式第２号別添１ 助成事業等実施内容（内訳） 

・ 別紙様式第１－１号 集落ビジョン及び別紙様式第１－２号 年度別実施計画 

・ 助成対象者の定款又は規約、構成員の状況及びその他経営状況が分かる資料 

・ 地域計画が策定されている場合には、助成対象者が位置付けられている目標地図を含

む地域計画 

・ 地域計画が策定されていない場合には、助成対象者が位置付けられている実質化され

た人・農地プラン 

・ 工程表 

（新設） 

・ その他、都道府県知事が必要と認める書類 

（注）（略） 

 

（別紙様式第２号別添１） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

（別紙様式第２号別添１） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

　（１）総括表

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13

（注） １　記載は、（２）の個別表の記載から転記すること。

２　都道府県及び市町村のサポート経費について集落ビジョンごとに必要経費を記載すること。

成果

１　継続的な発展のための体
制の確立

合計

１　実質化
された人・
農地プラン

２　地域計
画

事業費等 事業費等 市町村 都道府県

（３
）円
滑な
世代
交代

国庫補助
金（円）

事業費
（円）

国庫補助
金（円）

（１
）人
材の
確保

項目

事業費
（円）

国庫補助金
（円）

事業費
（円）

国庫補助金
（円）

事業費
（円）

（２
）人
材の
育成

（４
）農
地の
集積

（５
）経
営の
高度
化

助成事業等実施内容（実施内訳）

No
都道府県

名
市町村名

集落営農組織名又は連携組織
名

実施区域

助成事業 サポート経費

全体 令和６年度 令和６年度

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12

（注） １　記載は、（２）の個別表の記載から転記すること。

２　都道府県及び市町村のサポート経費について集落ビジョンごとに必要経費を記載すること。

実施区域

成果

助成事業等実施内容（実施内訳）

　（１）総括表

令和５年度

１　実質化
された人・
農地プラン

２　地域計
画

１　継続的な発展のための体
制の確立

（新
設）

合計

（４
）経
営の
高度
化

事業費
（円）

国庫補助
金（円）

事業費
（円）

国庫補助
金（円）

（２
）人
材の
育成

（３
）農
地の
集積

項目

都道府県
名

（１
）人
材の
確保

サポート経費

全体

都道府県

令和５年度

No 市町村名
集落営農組織名又は連携組織

名

助成事業

事業費等 事業費等

事業費
（円）

国庫補助金
（円）

事業費
（円）

国庫補助金
（円）

市町村
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14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 33 34 35 36 37

　

　

目標

（３

）円

滑な

世代

交代

（５

）経

営の

高度

化

（１

）事

業の

周年

化

（２

）高

収益

作物

等の

導

入・

拡大

（３

）加

工品

や直

売等

の導

入・

拡大

（４

）農

作業

の省

力化

（２

）広

域連

携等

ポイ

ント

（２

）高

収益

作物

等の

導

入・

拡大

（３

）加

工品

や直

売等

の導

入・

拡大

（４

）農

作業

の省

力化

基礎ポ

イント

計

採択ポ

イント

（32÷2

×1,000

万）

都道府

県加算

ポイン

ト

採択

ポイン

ト合計

（33＋

34）

（

２

）

環

境

へ

の

配

慮

（３

）輸

出の

取組

２　継続的な発展の

ための収益性の改善

（１

）地

域計

画策

定ポ

イン

ト

（３）目標ポイント
（４）付加ポ

イント

２　継続的な発展の

ための収益性の改善

（１

）リ

スク

への

備え
（１

）事

業の

周年

化

（１

）人

材の

確保

（２

）人

材の

育成

（４

）農

地の

集積

項目

１　継続的な発展のための

体制の確立

ポイント

中山間

地域農

業ル

ネッサ

ンス事

業に位

置付け

られて

いる

備考

13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 33 34

　

　

備考

都道府県
加算ポイ

ント

採択ポ
イント

（29÷2
×1,000
万）

（４
）経
営の
高度
化

２　継続的な発展のた
めの収益性の改善

（４
）農
作業
の省
力化

（１
）リ
スク
への
備え

（
２
）
環
境
へ
の
配
慮

（３
）輸
出の
取組

（２
）高
収益
作物
等の
導
入・
拡大

（１
）人
材の
確保

目標

（４
）農
作業
の省
力化

項目

（２
）高
収益
作物
等の
導

入・
拡大

（１
）事
業の
周年
化

２　継続的な発展のた
めの収益性の改善

（新
設）

（３
）加
工品
や直
売等
の導
入・
拡大

（３）付加ポイ
ント

採択
ポイント

合計

（30＋
31）

（２
）人
材の
育成

（３
）農
地の
集積

１　継続的な発展のための体
制の確立

（２）目標ポイント

基礎ポ
イント

計

（新
設）

（１
）広
域連
携等
ポイ
ント

中山間地
域農業ル
ネッサン
ス事業に
位置付け
られてい

る

（１
）事
業の
周年
化

（３
）加
工品
や直
売等
の導
入・
拡大

ポイント

（２）　（個別表）

実施区

域

区

分

１

：

集

落

営

農

組

織

２

：

連

携

組

織

整

理

番

号

区分

１：法

人以外

２：法

人

整

理

番

号

区分

１：集落営農組織

２：集落営農組織（認定

農業者）

３：集落営農組織（認定

新規就農者）

４：集落営農組織等の広

域連携組織

５：異業種等との連携組

織

整

理

番

号

区分

１：位置付けら

れた組織

２：位置付けら

れることが確実

である組織

３：１・２以外

の組織

１　実

質化さ

れた

人・農

地プラ

ン

２　地

域計画

助

成

対

象

者

の

整

理

番

号

助成対象者名

助成対象組織の区分

（目標地図・人農地

プランにおける位置

付け）

助成対象者の詳細

助

成

対

象

者

毎

の

整

備

内

容

の

整

理

番

号

事業内容

（取組内容、機械等名称及

び能力･規模等）

No

都道

府県

名

市町村

名

集落ビジョン等策定

主体

助成対象者情報

事業内容

１　集落ビジョン策定

２　若者等の雇用

３　収益力の向上

４　法人化

５　共同利用機械等の導

入

具体的な内容

経営形態

の別の区

分

認定農業者等の区分

事業実

施年度

（令

和）

（２）　（個別表）

実施区

域

区

分

１

：

集

落

営

農

組

織

２

：

連

携

組

織

整

理

番

号

区分

１：法

人以外

２：法

人

整

理

番

号

区分

１：集落営農組織

２：集落営農組織（認定

農業者）

３：集落営農組織（認定

新規就農者）

４：集落営農組織等の広

域連携組織

５：異業種等との連携組

織

事業実

施年度

（令

和）

整

理

番

号

助成対象組織の区分

（目標地図・人農地

プランにおける位置

付け）

事業内容

１　集落ビジョン策定

２　若者等の雇用

３　収益力の向上

４　法人化

５　共同利用機械等の導

入

事業内容

（取組内容、機械等名称及

び能力･規模等）

経営形態

の別の区

分

助成対象者の詳細

市町村

名

助成対象者情報 具体的な内容

区分

１：位置付けら

れた組織

２：位置付けら

れることが確実

である組織

３：１・２以外

の組織

認定農業者等の区分

助

成

対

象

者

毎

の

整

備

内

容

の

整

理

番

号

都道

府県

名

１　実

質化さ

れた

人・農

地プラ

ン

２　地

域計画

No

助

成

対

象

者

の

整

理

番

号

助成対象者名

集落ビジョン等策定

主体
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（円） （円）

（円

）

（円

） （円） （円） （円）

除税額 うち国費

人

人

人

人

人

経費情報
広域連携等ポイ

ント

本則

の課

税事

業者

は

「1」

、簡

易課

税事

業者

又は

課税

事業

者で

ない

場合

は｢2｣

を記

入。

不明

な場

合は

空欄

事業費 国費

都道

府

県費

市町

村費 その他

事業費 国費

区分

１：

連携

組織

を設

立

２：

規約

に基

づい

た連

携の

取組

（１）人材の確保

令和６年度配分積算額

消費税仕入控除税

額

内容

常時雇用者の増加（年間７か月以上雇用され

る者）

単位
増加

（人

）

現状

値
R4年

度

R5年

度

R6年

度

R7年

度

R８

年

度

（目

標

値）

取組

内容

と成

果目

標の

項目

の関

連

地域計画

策定ポイ

ント

成果目標の設定状況

（円） （円）
（円
）

（円
） （円） （円） （円）

除税額 うち国費

人

人

人

人

人

現状
値

常時雇用者の増加（年間７か月以上雇用される
者）

R4年
度

事業費

令和５年度配分積算額

事業費 国費

市町
村費国費

（新設）

消費税仕入控除税額

R5年
度

R6年
度

R８
年
度

（目
標

値）

取組
内容
と成
果目
標の
項目
の関
連

R7年
度

区分
１：連
携組織
を設立

２：規
約に基
づいた
連携の
取組

内容

単位
増加
（人
）

（１）人材の確保

都道
府

県費

経費情報
広域連携等ポイン

ト

その他

本則の
課税事
業者は
「1」
、簡易
課税事
業者又
は課税
事業者
でない
場合は
｢2｣を
記入。
不明な
場合は
空欄

成果目標の設定状況

件 人 ha 法人

件 人 ha 法人

件 人 ha 法人

件 人 ha 法人

件 人 ha 法人

（２）人材の育成 （４）農地の集積

R7年

度

R８

年

度

（目

標

値）

単

位

集落

営農

組織

名

（広

域連

携等

の構

成組

織で

ある

集落

営農

組織

の一

部が

目標

設定

する

場合

のみ

記

載）

現状

値

雇用就農者のキャリアアップに向けた人材

育成計画の策定

取

組

内

容

と

成

果

目

標

の

項

目

の

関

連

農地バンクを通じた利用権設定等

（農作業の受託を含む）の面積拡大

取

組

内

容

と

成

果

目

標

の

項

目

の

関

連

法人化

R6年

度

R4年

度

R5年

度

単

位

実

施

地

区

内

農

地

面

積

集落

営農

組織

名

（広

域連

携等

の構

成組

織で

ある

集落

営農

組織

の一

部が

目標

設定

する

場合

のみ

記

載）

現

状

値

R4

年

度

R5

年

度

現

状

値

R4

年

度

R5

年

度

R6

年

度

R7

年

度

R８

年

度

（目

標

値）

単

位

１　継続的な発展のための体制の確立

（３）円滑な世代交代

60歳以下のオペレーターを増加

させる

取

組

内

容

と

成

果

目

標

の

項

目

の

関

連

現

状

値

R4

年

度

R5

年

度

R6

年

度

R7

年

度

R８

年

度

（目

標

値）

単

位

R6

年

度

R7

年

度

R８

年

度

（目

標

値）

件 人 ha 法人

件 人 ha 法人

件 人 ha 法人

件 人 ha 法人

件 人 ha 法人

（新設）

（
新
設
）

（
新
設
）

（
新
設
）

（
新
設
）

（
新
設
）

（新
設）

（
新
設
）

R4年
度

R7年
度

R８
年
度

（目
標

値）

（新設）

（
新
設
）

雇用就農者のキャリアアップに向けた人材育
成計画の策定

取
組
内
容
と
成
果
目
標
の
項
目
の
関
連

現
状
値

R6年
度

集落
営農
組織
名

（広
域連
携等
の構
成組
織で
ある
集落
営農
組織
の一
部が
目標
設定
する
場合
のみ
記

載）

（２）人材の育成 （３）農地の集積

単
位

農地バンクを通じた利用権設定等
（農作業の受託を含む）の面積拡大

R5年
度

取
組
内
容
と
成
果
目
標
の
項
目
の
関
連

R4
年
度

R5
年
度

R6
年
度

R7
年
度

R８
年
度
（目
標
値）

単
位

実施
地区
内農
地面
積

現状
値

集落
営農
組織
名
（広
域連
携等
の構
成組
織で
ある
集落
営農
組織
の一
部が
目標
設定
する
場合
のみ
記
載）

現
状
値

R4
年
度

R5
年
度

R6
年
度

R7
年
度

R８
年
度
（目
標
値）

単
位

法人化

１　継続的な発展のための体制の確立
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件 件 件 件

件 件 件 件

件 件 件 件

件 件 件 件

件 件 件 件

（１）事業の周年化

取

組

内

容

と

成

果

目

標

の

項

目

の

関

連

複式簿記の導入 ＧＡＰの導入

取

組

内

容

と

成

果

目

標

の

項

目

の

関

連

周年作業体系の確立

集落

営農

組織

名

（広

域連

携等

の構

成組

織で

ある

集落

営農

組織

の一

部が

目標

設定

する

場合

のみ

記

載）

現

状

値

R4

年

度

R5

年

度

就業規則の策定

集落

営農

組織

名

（広

域連

携等

の構

成組

織で

ある

集落

営農

組織

の一

部が

目標

設定

する

場合

のみ

記

載）

現

状

値

R4

年

度

R5

年

度

R6

年

度

R7

年

度

R８

年

度

（目

標

値）

単

位

R6

年

度

R7

年

度

R８

年

度

（目

標

値）

単

位

集落

営農

組織

名

（広

域連

携等

の構

成組

織で

ある

集落

営農

組織

の一

部が

目標

設定

する

場合

のみ

記

載）

現

状

値

単

位

集落

営農

組織

名

（広

域連

携等

の構

成組

織で

ある

集落

営農

組織

の一

部が

目標

設定

する

場合

のみ

記

載）

現

状

値

R4

年

度

R5

年

度

R6

年

度

R7

年

度

R８

年

度

（目

標

値）

（５）経営の高度化

R4

年

度

R5

年

度

R6

年

度

R7

年

度

R８

年

度

（目

標

値）

単

位

万円 万円 時間

万円 万円 時間

万円 万円 時間

万円 万円 時間

万円 万円 時間

２　継続的な発展のための収益性の改善

単

位

縮減

率

（％

）

農業

版Ｂ

ＣＰ

を策

定し

てい

る、

収入

保険

等に

加入

して

いる

区分

１：化

学農薬

や化学

肥料の

削減を

行って

いる

２：持

続性の

高い農

業生産

方式の

認証を

受けて

いる

既に

海外

へ輸

出し

てい

る、

輸出

事業

計画

の認

定を

受け

てい

る

現

状

値

R4

年

度

R5

年

度

R6

年

度

R7

年

度

R８

年

度

（

目

標

値

）

R5

年

度

R6

年

度

R7

年

度

R８

年

度

（

目

標

値

）

単

位

増加

額

（万

円）

R7

年

度

R８

年

度

（

目

標

値

）

単

位

増加

額

（万

円）

現

状

値

R4

年

度

現

状

値

R4

年

度

R5

年

度

R6

年

度

高収益作物や有機農産物の販売増加

取

組

内

容

と

成

果

目

標

の

項

目

の

関

連

加工品や直売等の販売増加

取

組

内

容

と

成

果

目

標

の

項

目

の

関

連

（３）加工品や直売等の導入・拡大 （４）農作業の省力化

その他の取組
中山

間地

域農

業ル

ネッ

サン

ス事

業に

位置

付け

られ

てい

る

（位

置付

けら

れて

いる

場合

は、

チェ

ック

を入

れる

こ

と）

（１

）リ

スク

への

備え

（２）

環境へ

の配慮

（３

）輸

出の

取組

（

削

る

。

）

項目

（２）高収益作物等の導入・拡大

基幹作業の労働時間削減

取

組

内

容

と

成

果

目

標

の

項

目

の

関

連

万円 万円 時間

万円 万円 時間

万円 万円 時間

万円 万円 時間

万円 万円 時間

農業

版Ｂ

ＣＰ

を策

定し

てい

る、

収入

保険

等に

加入

して

いる

取

組

内

容

と

成

果

目

標

の

項

目

の

関

連

現

状

値

R８

年

度

（

目

標

値

）

単

位

（２）高収益作物等の導入・拡大

高収益作物や有機農産物の販売増加

２　継続的な発展のための収益性の改善

加工品や直売等の販売増加

R5

年

度

R6

年

度

R7

年

度

その他の取組

持続

性の

高い

農業

生産

方式

の認

証を

受け

てい

る、

化学

薬品

や化

学肥

料の

削減

を

行っ

てい

る等

既に

海外

へ輸

出し

てい

る、

輸出

事業

計画

の認

定を

受け

てい

る

現

状

値

R4

年

度

（１

）リ

スク

への

備え

（２

）環

境へ

の配

慮

（３

）輸

出の

取組

（３）加工品や直売等の導入・拡大

項目

中山

間地

域農

業ル

ネッ

サン

ス事

業に

位置

付け

られ

てい

る

（位

置付

けら

れて

いる

場合

は、

チェ

ック

を入

れる

こ

と）

取

組

内

容

と

成

果

目

標

の

項

目

の

関

連

単

位

増加

額

（万

円）

R4

年

度

R5

年

度

R6

年

度

R7

年

度

R８

年

度

（

目

標

値

）

関

連

事

業

の

実

施

状

況

の

確

認

（

確

認

し

た

場

合

は

チ

ェ

ッ

ク

を

入

れ

る

こ

と

）

（４）農作業の省力化

基幹作業の労働時間削減

取

組

内

容

と

成

果

目

標

の

項

目

の

関

連

現

状

値

R4

年

度

R5

年

度

R6

年

度

R7

年

度

R８

年

度

（

目

標

値

）

単

位

縮減

率

（％

）

増加

額

（万

円）

件 件 件 件

件 件 件 件

件 件 件 件

件 件 件 件

件 件 件 件

R7

年

度

R８

年

度

（目

標

値）

単

位

単

位

集落

営農

組織

名

（広

域連

携等

の構

成組

織で

ある

集落

営農

組織

の一

部が

目標

設定

する

場合

のみ

記

載）

現

状

値

R4

年

度

R5

年

度

R6

年

度

現

状

値

R4

年

度

R5

年

度

R6

年

度

R7

年

度

R８

年

度

（目

標

値）

R5

年

度

R6

年

度

R7

年

度

R８

年

度

（目

標

値）

単

位

集落

営農

組織

名

（広

域連

携等

の構

成組

織で

ある

集落

営農

組織

の一

部が

目標

設定

する

場合

のみ

記

載）

R7

年

度

R８

年

度

（目

標

値）

単

位

集落

営農

組織

名

（広

域連

携等

の構

成組

織で

ある

集落

営農

組織

の一

部が

目標

設定

する

場合

のみ

記

載）

現

状

値

R4

年

度

集落

営農

組織

名

（広

域連

携等

の構

成組

織で

ある

集落

営農

組織

の一

部が

目標

設定

する

場合

のみ

記

載）

現

状

値

R4

年

度

R5

年

度

R6

年

度

就業規則の策定 複式簿記の導入 ＧＡＰの導入

取

組

内

容

と

成

果

目

標

の

項

目

の

関

連

周年作業体系の確立

（１）事業の周年化

取

組

内

容

と

成

果

目

標

の

項

目

の

関

連

（４）経営の高度化
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（別紙様式第３号） 
 

令和〇年度集落営農活性化プロジェクト促進事業 
〇〇都道府県事業実施計画 

 
１～５（略） 

 

〔添付資料〕 

１．（略）  

２．別紙様式第３号別添１ 都道府県サポート計画  

別紙様式第３号別添２ 助成事業等実施内容（内訳） 

別紙様式第２号 支援計画 

環境負荷低減のクロスコンプライアンスチェックシート 

３．（略） 

（注）（略） 

 
 
 
 

（別紙様式第３号） 
 

令和〇年度集落営農活性化プロジェクト促進事業 
〇〇都道府県事業実施計画 

 
１～５（略） 

 

〔添付資料〕 

１．（略）  

２．別紙様式第３号別添１ 都道府県サポート計画  

別紙様式第３号別添２ 助成事業等実施内容（内訳） 

別紙様式第２号 支援計画 

（新設） 

３．（略） 

（注）（略） 

 

（別紙様式第３号別添２） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

（別紙様式第３号別添２） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

　（１）総括表

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13

（注） １　記載は、（２）の個別表の記載から転記すること。

２　都道府県及び市町村のサポート経費について集落ビジョンごとに必要経費を記載すること。

成果

１　継続的な発展のための体
制の確立

合計

１　実質化
された人・
農地プラン

２　地域計
画

事業費等 事業費等 市町村 都道府県

（３
）円
滑な
世代
交代

国庫補助
金（円）

事業費
（円）

国庫補助
金（円）

（１
）人
材の
確保

項目

事業費
（円）

国庫補助金
（円）

事業費
（円）

国庫補助金
（円）

事業費
（円）

（２
）人
材の
育成

（４
）農
地の
集積

（５
）経
営の
高度
化

助成事業等実施内容（実施内訳）

No
都道府県

名
市町村名

集落営農組織名又は連携組織
名

実施区域

助成事業 サポート経費

全体 令和６年度 令和６年度

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12

（注） １　記載は、（２）の個別表の記載から転記すること。

２　都道府県及び市町村のサポート経費について集落ビジョンごとに必要経費を記載すること。

実施区域

成果

助成事業等実施内容（実施内訳）

　（１）総括表

令和５年度

１　実質化
された人・
農地プラン

２　地域計
画

１　継続的な発展のための体
制の確立

（新
設）

合計

（４
）経
営の
高度
化

事業費
（円）

国庫補助
金（円）

事業費
（円）

国庫補助
金（円）

（２
）人
材の
育成

（３
）農
地の
集積

項目

都道府県
名

（１
）人
材の
確保

サポート経費

全体

都道府県

令和５年度

No 市町村名
集落営農組織名又は連携組織

名

助成事業

事業費等 事業費等

事業費
（円）

国庫補助金
（円）

事業費
（円）

国庫補助金
（円）

市町村
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14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 33 34 35 36 37

　

　

目標

（３

）円

滑な

世代

交代

（５

）経

営の

高度

化

（１

）事

業の

周年

化

（２

）高

収益

作物

等の

導

入・

拡大

（３

）加

工品

や直

売等

の導

入・

拡大

（４

）農

作業

の省

力化

（２

）広

域連

携等

ポイ

ント

（２

）高

収益

作物

等の

導

入・

拡大

（３

）加

工品

や直

売等

の導

入・

拡大

（４

）農

作業

の省

力化

基礎ポ

イント

計

採択ポ

イント

（32÷2

×1,000

万）

都道府

県加算

ポイン

ト

採択

ポイン

ト合計

（33＋

34）

（

２

）

環

境

へ

の

配

慮

（３

）輸

出の

取組

２　継続的な発展の

ための収益性の改善

（１

）地

域計

画策

定ポ

イン

ト

（３）目標ポイント
（４）付加ポ

イント

２　継続的な発展の

ための収益性の改善

（１

）リ

スク

への

備え
（１

）事

業の

周年

化

（１

）人

材の

確保

（２

）人

材の

育成

（４

）農

地の

集積

項目

１　継続的な発展のための

体制の確立

ポイント

中山間

地域農

業ル

ネッサ

ンス事

業に位

置付け

られて

いる

備考

13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 33 34

　

　

備考

都道府県
加算ポイ
ント

採択ポ
イント

（29÷2
×1,000
万）

（４
）経
営の
高度
化

２　継続的な発展のた
めの収益性の改善

（４
）農
作業
の省
力化

（１
）リ
スク
への
備え

（
２
）
環
境
へ
の
配
慮

（３
）輸
出の
取組

（２
）高
収益
作物
等の
導
入・
拡大

（１
）人
材の
確保

目標

（４
）農
作業
の省
力化

項目

（２
）高
収益
作物
等の
導
入・
拡大

（１
）事
業の
周年
化

２　継続的な発展のた
めの収益性の改善

（新
設）

（３
）加
工品
や直
売等
の導
入・
拡大

（３）付加ポイ
ント

採択
ポイント
合計

（30＋
31）

（２
）人
材の
育成

（３
）農
地の
集積

１　継続的な発展のための体
制の確立

（２）目標ポイント

基礎ポ
イント
計

（新
設）

（１
）広
域連
携等
ポイ
ント

中山間地
域農業ル
ネッサン
ス事業に
位置付け
られてい

る

（１
）事
業の
周年
化

（３
）加
工品
や直
売等
の導
入・
拡大

ポイント

（２）　（個別表）

実施区

域

区

分

１

：

集

落

営

農

組

織

２

：

連

携

組

織

整

理

番

号

区分

１：法

人以外

２：法

人

整

理

番

号

区分

１：集落営農組織

２：集落営農組織（認定

農業者）

３：集落営農組織（認定

新規就農者）

４：集落営農組織等の広

域連携組織

５：異業種等との連携組

織

整

理

番

号

区分

１：位置付けら

れた組織

２：位置付けら

れることが確実

である組織

３：１・２以外

の組織

１　実

質化さ

れた

人・農

地プラ

ン

２　地

域計画

助

成

対

象

者

の

整

理

番

号

助成対象者名

助成対象組織の区分

（目標地図・人農地

プランにおける位置

付け）

助成対象者の詳細

助

成

対

象

者

毎

の

整

備

内

容

の

整

理

番

号

事業内容

（取組内容、機械等名称及

び能力･規模等）

No

都道

府県

名

市町村

名

集落ビジョン等策定

主体

助成対象者情報

事業内容

１　集落ビジョン策定

２　若者等の雇用

３　収益力の向上

４　法人化

５　共同利用機械等の導

入

具体的な内容

経営形態

の別の区

分

認定農業者等の区分

事業実

施年度

（令

和）

（２）　（個別表）

実施区

域

区

分

１

：

集

落

営

農

組

織

２

：

連

携

組

織

整

理

番

号

区分

１：法

人以外

２：法

人

整

理

番

号

区分

１：集落営農組織

２：集落営農組織（認定

農業者）

３：集落営農組織（認定

新規就農者）

４：集落営農組織等の広

域連携組織

５：異業種等との連携組

織

事業実

施年度

（令

和）

整

理

番

号

助成対象組織の区分

（目標地図・人農地

プランにおける位置

付け）

事業内容

１　集落ビジョン策定

２　若者等の雇用

３　収益力の向上

４　法人化

５　共同利用機械等の導

入

事業内容

（取組内容、機械等名称及

び能力･規模等）

経営形態

の別の区

分

助成対象者の詳細

市町村

名

助成対象者情報 具体的な内容

区分

１：位置付けら

れた組織

２：位置付けら

れることが確実

である組織

３：１・２以外

の組織

認定農業者等の区分

助

成

対

象

者

毎

の

整

備

内

容

の

整

理

番

号

都道

府県

名

１　実

質化さ

れた

人・農

地プラ

ン

２　地

域計画

No

助

成

対

象

者

の

整

理

番

号

助成対象者名

集落ビジョン等策定

主体
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（円） （円）

（円

）

（円

） （円） （円） （円）

除税額 うち国費

人

人

人

人

人

経費情報
広域連携等ポイ

ント

本則

の課

税事

業者

は

「1」

、簡

易課

税事

業者

又は

課税

事業

者で

ない

場合

は｢2｣

を記

入。

不明

な場

合は

空欄

事業費 国費

都道

府

県費

市町

村費 その他

事業費 国費

区分

１：

連携

組織

を設

立

２：

規約

に基

づい

た連

携の

取組

（１）人材の確保

令和６年度配分積算額

消費税仕入控除税

額

内容

常時雇用者の増加（年間７か月以上雇用され

る者）

単位
増加

（人

）

現状

値
R4年

度

R5年

度

R6年

度

R7年

度

R８

年

度

（目

標

値）

取組

内容

と成

果目

標の

項目

の関

連

地域計画

策定ポイ

ント

成果目標の設定状況

（円） （円）
（円
）

（円
） （円） （円） （円）

除税額 うち国費

人

人

人

人

人

現状
値

常時雇用者の増加（年間７か月以上雇用される
者）

R4年
度

事業費

令和５年度配分積算額

事業費 国費

市町
村費国費

（新設）

消費税仕入控除税額

R5年
度

R6年
度

R８
年
度
（目
標
値）

取組
内容
と成
果目
標の
項目
の関
連

R7年
度

区分
１：連
携組織
を設立

２：規
約に基
づいた
連携の
取組

内容

単位
増加
（人
）

（１）人材の確保

都道
府

県費

経費情報
広域連携等ポイン

ト

その他

本則の
課税事
業者は
「1」
、簡易
課税事
業者又
は課税
事業者
でない
場合は
｢2｣を
記入。
不明な
場合は
空欄

成果目標の設定状況

件 人 ha 法人

件 人 ha 法人

件 人 ha 法人

件 人 ha 法人

件 人 ha 法人

（２）人材の育成 （４）農地の集積

R7年

度

R８

年

度

（目

標

値）

単

位

集落

営農

組織

名

（広

域連

携等

の構

成組

織で

ある

集落

営農

組織

の一

部が

目標

設定

する

場合

のみ

記

載）

現状

値

雇用就農者のキャリアアップに向けた人材

育成計画の策定

取

組

内

容

と

成

果

目

標

の

項

目

の

関

連

農地バンクを通じた利用権設定等

（農作業の受託を含む）の面積拡大

取

組

内

容

と

成

果

目

標

の

項

目

の

関

連

法人化

R6年

度

R4年

度

R5年

度

単

位

実

施

地

区

内

農

地

面

積

集落

営農

組織

名

（広

域連

携等

の構

成組

織で

ある

集落

営農

組織

の一

部が

目標

設定

する

場合

のみ

記

載）

現

状

値

R4

年

度

R5

年

度

現

状

値

R4

年

度

R5

年

度

R6

年

度

R7

年

度

R８

年

度

（目

標

値）

単

位

１　継続的な発展のための体制の確立

（３）円滑な世代交代

60歳以下のオペレーターを増加

させる

取

組

内

容

と

成

果

目

標

の

項

目

の

関

連

現

状

値

R4

年

度

R5

年

度

R6

年

度

R7

年

度

R８

年

度

（目

標

値）

単

位

R6

年

度

R7

年

度

R８

年

度

（目

標

値）

件 人 ha 法人

件 人 ha 法人

件 人 ha 法人

件 人 ha 法人

件 人 ha 法人

（新設）

（
新
設
）

（
新
設
）

（
新
設
）

（
新
設
）

（
新
設
）

（新
設）

（
新
設
）

R4年
度

R7年
度

R８
年
度
（目
標
値）

（新設）

（
新
設
）

雇用就農者のキャリアアップに向けた人材育
成計画の策定

取
組
内
容
と
成
果
目
標
の
項
目
の
関
連

現
状
値

R6年
度

集落
営農
組織
名
（広
域連
携等
の構
成組
織で
ある
集落
営農
組織
の一
部が
目標
設定
する
場合
のみ
記
載）

（２）人材の育成 （３）農地の集積

単
位

農地バンクを通じた利用権設定等
（農作業の受託を含む）の面積拡大

R5年
度

取
組
内
容
と
成
果
目
標
の
項
目
の
関
連

R4
年
度

R5
年
度

R6
年
度

R7
年
度

R８
年
度

（目
標

値）

単
位

実施
地区
内農
地面
積

現状
値

集落
営農
組織
名

（広
域連
携等
の構
成組
織で
ある
集落
営農
組織
の一
部が
目標
設定
する
場合
のみ
記

載）

現
状
値

R4
年
度

R5
年
度

R6
年
度

R7
年
度

R８
年
度

（目
標

値）

単
位

法人化

１　継続的な発展のための体制の確立
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件 件 件 件

件 件 件 件

件 件 件 件

件 件 件 件

件 件 件 件

（１）事業の周年化

取

組

内

容

と

成

果

目

標

の

項

目

の

関

連

複式簿記の導入 ＧＡＰの導入

取

組

内

容

と

成

果

目

標

の

項

目

の

関

連

周年作業体系の確立

集落

営農

組織

名

（広

域連

携等

の構

成組

織で

ある

集落

営農

組織

の一

部が

目標

設定

する

場合

のみ

記

載）

現

状

値

R4

年

度

R5

年

度

就業規則の策定

集落

営農

組織

名

（広

域連

携等

の構

成組

織で

ある

集落

営農

組織

の一

部が

目標

設定

する

場合

のみ

記

載）

現

状

値

R4

年

度

R5

年

度

R6

年

度

R7

年

度

R８

年

度

（目

標

値）

単

位

R6

年

度

R7

年

度

R８

年

度

（目

標

値）

単

位

集落

営農

組織

名

（広

域連

携等

の構

成組

織で

ある

集落

営農

組織

の一

部が

目標

設定

する

場合

のみ

記

載）

現

状

値

単

位

集落

営農

組織

名

（広

域連

携等

の構

成組

織で

ある

集落

営農

組織

の一

部が

目標

設定

する

場合

のみ

記

載）

現

状

値

R4

年

度

R5

年

度

R6

年

度

R7

年

度

R８

年

度

（目

標

値）

（５）経営の高度化

R4

年

度

R5

年

度

R6

年

度

R7

年

度

R８

年

度

（目

標

値）

単

位

件 件 件 件

件 件 件 件

件 件 件 件

件 件 件 件

件 件 件 件

R7

年

度

R８

年

度

（目

標

値）

単

位

単

位

集落

営農

組織

名

（広

域連

携等

の構

成組

織で

ある

集落

営農

組織

の一

部が

目標

設定

する

場合

のみ

記

載）

現

状

値

R4

年

度

R5

年

度

R6

年

度

現

状

値

R4

年

度

R5

年

度

R6

年

度

R7

年

度

R８

年

度

（目

標

値）

R5

年

度

R6

年

度

R7

年

度

R８

年

度

（目

標

値）

単

位

集落

営農

組織

名

（広

域連

携等

の構

成組

織で

ある

集落

営農

組織

の一

部が

目標

設定

する

場合

のみ

記

載）

R7

年

度

R８

年

度

（目

標

値）

単

位

集落

営農

組織

名

（広

域連

携等

の構

成組

織で

ある

集落

営農

組織

の一

部が

目標

設定

する

場合

のみ

記

載）

現

状

値

R4

年

度

集落

営農

組織

名

（広

域連

携等

の構

成組

織で

ある

集落

営農

組織

の一

部が

目標

設定

する

場合

のみ

記

載）

現

状

値

R4

年

度

R5

年

度

R6

年

度

就業規則の策定 複式簿記の導入 ＧＡＰの導入

取

組

内

容

と

成

果

目

標

の

項

目

の

関

連

周年作業体系の確立

（１）事業の周年化

取

組

内

容

と

成

果

目

標

の

項

目

の

関

連

（４）経営の高度化

万円 万円 時間

万円 万円 時間

万円 万円 時間

万円 万円 時間

万円 万円 時間

２　継続的な発展のための収益性の改善

単

位

縮減

率

（％

）

農業

版Ｂ

ＣＰ

を策

定し

てい

る、

収入

保険

等に

加入

して

いる

区分

１：化

学農薬

や化学

肥料の

削減を

行って

いる

２：持

続性の

高い農

業生産

方式の

認証を

受けて

いる

既に

海外

へ輸

出し

てい

る、

輸出

事業

計画

の認

定を

受け

てい

る

現

状

値

R4

年

度

R5

年

度

R6

年

度

R7

年

度

R８

年

度

（

目

標

値

）

R5

年

度

R6

年

度

R7

年

度

R８

年

度

（

目

標

値

）

単

位

増加

額

（万

円）

R7

年

度

R８

年

度

（

目

標

値

）

単

位

増加

額

（万

円）

現

状

値

R4

年

度

現

状

値

R4

年

度

R5

年

度

R6

年

度

高収益作物や有機農産物の販売増加

取

組

内

容

と

成

果

目

標

の

項

目

の

関

連

加工品や直売等の販売増加

取

組

内

容

と

成

果

目

標

の

項

目

の

関

連

（３）加工品や直売等の導入・拡大 （４）農作業の省力化

その他の取組
中山

間地

域農

業ル

ネッ

サン

ス事

業に

位置

付け

られ

てい

る

（位

置付

けら

れて

いる

場合

は、

チェ

ック

を入

れる

こ

と）

（１

）リ

スク

への

備え

（２）

環境へ

の配慮

（３

）輸

出の

取組

（

削

る

。

）

項目

（２）高収益作物等の導入・拡大

基幹作業の労働時間削減

取

組

内

容

と

成

果

目

標

の

項

目

の

関

連

万円 万円 時間

万円 万円 時間

万円 万円 時間

万円 万円 時間

万円 万円 時間

農業

版Ｂ

ＣＰ

を策

定し

てい

る、

収入

保険

等に

加入

して

いる

取

組

内

容

と

成

果

目

標

の

項

目

の

関

連

現

状

値

R８

年

度

（

目

標

値

）

単

位

（２）高収益作物等の導入・拡大

高収益作物や有機農産物の販売増加

２　継続的な発展のための収益性の改善

加工品や直売等の販売増加

R5

年

度

R6

年

度

R7

年

度

その他の取組

持続

性の

高い

農業

生産

方式

の認

証を

受け

てい

る、

化学

薬品

や化

学肥

料の

削減

を

行っ

てい

る等

既に

海外

へ輸

出し

てい

る、

輸出

事業

計画

の認

定を

受け

てい

る

現

状

値

R4

年

度

（１

）リ

スク

への

備え

（２

）環

境へ

の配

慮

（３

）輸

出の

取組

（３）加工品や直売等の導入・拡大

項目

中山

間地

域農

業ル

ネッ

サン

ス事

業に

位置

付け

られ

てい

る

（位

置付

けら

れて

いる

場合

は、

チェ

ック

を入

れる

こ

と）

取

組

内

容

と

成

果

目

標

の

項

目

の

関

連

単

位

増加

額

（万

円）

R4

年

度

R5

年

度

R6

年

度

R7

年

度

R８

年

度

（

目

標

値

）

関

連

事

業

の

実

施

状

況

の

確

認

（

確

認

し

た

場

合

は

チ

ェ

ッ

ク

を

入

れ

る

こ

と

）

（４）農作業の省力化

基幹作業の労働時間削減

取

組

内

容

と

成

果

目

標

の

項

目

の

関

連

現

状

値

R4

年

度

R5

年

度

R6

年

度

R7

年

度

R８

年

度

（

目

標

値

）

単

位

縮減

率

（％

）

増加

額

（万

円）
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（別紙様式第５号別添） 
 

目標達成状況報告書（○年目） 
 

都道府県名 市町村名 助成対象者名 当初採択年度 目標年度 

     

 

１ 助成対象者の成果目標 

項目 
現

状 

目標 

達成状況（上段：計画、下段：実績） 

○年目

達成状

況（％） 

実績を

確認した

資料名

等 

１年目
(当初
採択
年度：
R○年
度) 

〇年
目

(R○
年
度) 

〇年
目

(R○
年
度) 

〇年
目

(R○
年
度) 

〇年
目(目
標年
度： 

R○年

度)) 

１ 継続的な発展のための体制の確立 

① 人材の確保 
      

  
      

② 人材の育成 
      

  
      

③ 
円滑な世代

交代 

        

        

④ 農地の集積 
      

  
      

⑤

経

営

の

高

度

化 

組織の法人

化 

      
  

      

就業規則の

策定 

      
  

      

複式簿記の

導入 

      
  

      

GAP の導入 
      

  
      

２ 継続的な発展のための収益性の改善 

① 
事業の周年

化 

      
  

      

② 

高収益作物

等の導入・

拡大 

      

  
      

③ 

加工品や直

売等の導入

・拡大 

      

  
      

（別紙様式第５号別添） 
 

目標達成状況報告書（○年目） 
 

都道府県名 市町村名 助成対象者名 当初採択年度 目標年度 

     

 

１ 助成対象者の成果目標 

項目 
現

状 

目標 

達成状況（上段：計画、下段：実績） 

○年目

達成状

況（％） 

実績を

確認し

た資料

名等 

１年目
(当初
採択
年度：
R○年
度) 

〇年
目

(R○
年
度) 

〇年
目

(R○
年
度) 

〇年
目

(R○
年
度) 

〇年
目(目
標年
度： 

R○年

度)) 

１ 継続的な発展のための体制の確立 

① 人材の確保 
      

  
      

② 人材の育成 
      

  
      

（新

設） 
（新設） 

        

        

③ 農地の集積 
      

  
      

④

経

営

の

高

度

化 

組織の法人

化 

      
  

      

就業規則の

策定 

      
  

      

複式簿記の

導入 

      
  

      

GAP の導入 
      

  
      

２ 継続的な発展のための収益性の改善 

① 
事業の周年

化 

      
  

      

② 

高収益作物

等の導入・

拡大 

      

  
      

③ 

加工品や直

売等の導入

・拡大 

      

  
      



- 21 - 

 

④ 
農作業の省

力化 

      
  

      

 

２ 達成状況に関する事業実施主体の所見（評価） 

 

 

（添付書類） 

（略） 

〔記入要領等〕 

１ １の「現状」欄と「目標達成状況」欄の上段には助成事業等実施内容（内訳）（別紙様式第２号別

添１）の（２）の成果目標の設定状況の「現状」、「〇年目」欄の内容を記入、下段は、当該年度の実績

を記載し、「○年度目達成状況（％）」欄はその年度の計画に対する達成状況を、(実績-現状)/(年度

計画-現状)×100 により求め、記入するものとする（小数第２位は切り捨て、小数第１位まで記入す

る。また、「現状」と「年度計画」が同じ場合、達成状況は「－」を記入する。 

２ （略） 

３ （略） 

 

 

④ 
農作業の省

力化 

      
  

      

 

２ 達成状況に関する事業実施主体の所見（評価） 

 

 

（添付書類） 

（略） 

〔記入要領等〕 

１ １の「現状」欄と「目標達成状況」欄の上段には助成事業等実施内容（内訳）（別紙様式第２号別

添１）の（２）の成果目標の設定状況の「現状」、「〇年目」欄の内容を記入、下段は、当該年度の実

績を記載し、「○年度目達成状況（％）」欄はその年度の計画に対する達成状況を、(実績-現

状)/(年度計画-現状)×100 により求め、記入するものとする（小数第２位は切り捨て、小数第１位ま

で記入する。 

２ （略） 

３ （略） 
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（参考様式） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

（新設） 

報
告
時

(し
ま
し
た
)

（
７
）
環
境
関
係
法
令
の
遵
守
等

申
請
時

(し
ま
す
)

□
み
ど
り
の
食
料
シ
ス
テ
ム
戦
略
の
理
解

□
⑪

□
関
係
法
令
の
遵
守

□
⑫

□
環
境
配
慮
の
取
組
方
針
の
策
定
や
研
修
の
実
施
に
努

め
る

□
⑬

□
※
機
械
等
を
扱
う
事
業
者
で
あ
る
場
合
（
該
当
し
な
い

□
）

機
械
等
の
適
切
な
整
備
と
管
理
に
努
め
る

□
⑭

□
正
し
い
知
識
に
基
づ
く
作
業
安
全
に
努
め
る

□
⑮

報
告
時

（
し
ま
し
た
）

（
５
）
廃
棄
物
の
発
生
抑
制
、

適
正
な
循
環
的
な
利
用
及
び
適
正
な
処
分

申
請
時

(し
ま
す
)

□
プ
ラ
等
廃
棄
物
の
削
減
に
努
め
、
適
正
に
処
理

□
⑦

□
資
源
の
再
利
用
を
検
討

□
⑧

報
告
時

（
し

ま
し
た
）

（
３
）
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
節
減

申
請
時

(し
ま
す

)

□
オ
フ
ィ
ス
や
車
両
・
機
械
等
の
電
気
・
燃
料
の
使
用

状
況
の
記
録
・
保
存
に
努
め
る

□
③

□

省
エ
ネ
を
意
識
し
、
不
必
要
・
非
効
率
な
エ
ネ
ル

ギ
ー
消
費
を
し
な
い
（
照
明
、
空
調
、
ウ
ォ
ー
ム
ビ

ズ
・
ク
ー
ル
ビ
ズ
、
燃
費
効
率
の
よ
い
機
械
の
利
用

等
）
よ
う
に
努
め
る

□
④

□
環
境
負
荷
低
減
に
配
慮
し
た
商
品
、
原
料
等
の
調
達

を
検
討

□
⑤

報
告
時

(し
ま
し
た
)

（
１
）
適
正
な
施
肥

申
請
時

(し
ま
す
)

□
※
農
産
物
等
の
調
達
を
行
う
場
合
（
該
当
し
な
い

□
）

環
境
負
荷
低
減
に
配
慮
し
た
農
産
物
等
の
調
達
を
検
討

□
①

報
告
時

（
し

ま
し
た
）

（
２
）
適
正
な
防
除

申
請
時

(し
ま
す

)

□
※
農
産
物
等
の
調
達
を
行
う
場
合
（
該
当
し
な
い

□
）

環
境
負
荷
低
減
に
配
慮
し
た
農
産
物
等
の
調
達
を
検
討

（
再
掲
）

□
②

報
告
時

（
し
ま
し
た
）

（
４
）
悪
臭
及
び
害
虫
の
発
生
防
止

申
請
時

(し
ま
す

)

□
※

肥
料
・
飼
料
等
の
製
造
を
行
う
場
合
（
該
当
し
な
い

□
）

悪
臭
・
害
虫
の
発
生
防
止
・
低
減
に
努
め
る

□
⑥

報
告
時

(し
ま
し
た
)

（
６
）
生
物
多
様
性
へ
の
悪
影
響
の
防
止

申
請
時

(し
ま
す

)

□
※
生
物
多
様
性
へ
の
影
響
が
想
定
さ
れ
る
工
事
等
を
実
施

す
る
場
合
（
該
当
し
な
い

□
）

生
物
多
様
性
に
配
慮
し
た
事
業
実
施
に
努
め
る

□
⑨

□
※
特
定
事
業
場
で
あ
る
場
合
（
該
当
し
な
い

□
）

排
水
処
理
に
係
る
水
質
汚
濁
防
止
法
の
遵
守

□
⑩

環
境
負
荷
低
減
の
ク
ロ
ス
コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
チ
ェッ
ク
シ
ー
ト
（
民
間
事
業
者
・
自
治
体
等
向
け
）

注
※
の
記
載
内
容
に
「
該
当
し
な
い
」
場
合
に
は
□
に
チ
ェ
ッ
ク
し
て
く
だ
さ
い
。
こ
の
場
合
、
当
該
項
目
の
申
請
時
・
報
告
時
の
チ
ェ
ッ
ク
は
不
要
で
す
。

Ve
r1

.1

◆
上
記
は
ひ
な
形
で
あ
り
、
各
事
業
に
よ
り
チ
ェ
ッ
ク
す
る
取
組
は
異
な
る
場
合
が
あ
る
た
め
、
各
事
業
の
要
綱
・
要
領
な
ど
で
ご
確
認
く
だ
さ
い
。
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報
告
時

（
し
ま
し
た
）

（
７

）
環

境
関

係
法

令
の

遵
守

等
申
請
時

（
し
ま
す
)

□
み

ど
り

の
食

料
シ

ス
テ

ム
戦

略
の

理
解

□
⑯

□
関

係
法

令
の

遵
守

□
⑰

□
農

業
機

械
等

の
装

置
・

車
両

の
適

切
な

整
備

と
管

理
の

実
施

に
努

め
る

□
⑱

□
正

し
い

知
識

に
基

づ
く

作
業

安
全

に
努

め
る

□
⑲

報
告
時

（
し
ま
し
た
）

（
６

）
生

物
多

様
性

へ
の

悪
影

響
の

防
止

申
請
時

（
し
ま
す
)

□
病

害
虫

・
雑

草
の

発
生

状
況

を
把

握
し

た
上

で
防

除
の

要
否

及
び

タ
イ

ミ
ン

グ
の

判
断

に
努

め
る

（
再

掲
）

□
⑭

□
多

様
な

防
除

方
法

（
防

除
資

材
、

使
用

方
法

）
を

活
用

し
た

防
除

を
検

討
（

再
掲

）
□

⑮

報
告

時
（
し
ま
し
た
）

（
５

）
廃

棄
物

の
発

生
抑

制
、

適
正

な
循

環
的

な
利

用
及

び
適

正
な

処
分

申
請
時

（
し
ま
す
)

□
プ

ラ
等

廃
棄

物
の

削
減

に
努

め
、

適
正

に
処

理
□

⑬

報
告
時

（
し
ま
し
た
）

（
３

）
エ

ネ
ル

ギ
ー

の
節

減
申
請
時

（
し
ま
す
)

□
農

機
、

ハ
ウ

ス
等

の
電

気
・

燃
料

の
使

用
状

況
の

記
録

・
保

存
に

努
め

る
□

⑩

□
省

エ
ネ

を
意

識
し

、
不

必
要

・
非

効
率

な
エ

ネ
ル

ギ
ー

消
費

を
し

な
い

よ
う

に
努

め
る

□
⑪

報
告
時

（
し
ま
し
た
）

（
２

）
適

正
な

防
除

申
請
時

（
し
ま
す
)

□
病

害
虫

・
雑

草
が

発
生

し
に

く
い

生
産

条
件

の
整

備
を

検
討

□
⑤

□
病

害
虫

・
雑

草
の

発
生

状
況

を
把

握
し

た
上

で
防

除
の

要
否

及
び

タ
イ

ミ
ン

グ
の

判
断

に
努

め
る

□
⑥

□
多

様
な

防
除

方
法

（
防

除
資

材
、

使
用

方
法

）
を

活
用

し
た

防
除

を
検

討
□

⑦

□
農

薬
の

適
正

な
使

用
・

保
管

□
⑧

□
農

薬
の

使
用

状
況

等
の

記
録

・
保

存
□

⑨

報
告
時

（
し
ま
し
た
）

（
１

）
適

正
な

施
肥

申
請
時

（
し
ま
す
)

□
肥

料
の

適
正

な
保

管
□

①

□
肥

料
の

使
用

状
況

等
の

記
録

・
保

存
に

努
め

る
□

②

□
作

物
特

性
や

デ
ー

タ
に

基
づ

く
施

肥
設

計
を

検
討

□
③

□
有

機
物

の
適

正
な

施
用

に
よ

る
土

づ
く

り
を

検
討

□
④環
境
負
荷
低
減
の
ク
ロ
ス
コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
チ
ェッ
ク
シ
ー
ト
（
農
業
経
営
体
向
け
）

報
告

時
（
し
ま
し
た
）

（
４

）
悪

臭
及

び
害

虫
の

発
生

防
止

申
請
時

（
し
ま
す
)

□
悪

臭
・

害
虫

の
発

生
防

止
・

低
減

に
努

め
る

□
⑫

Ve
r1

.1

◆
上

記
は

ひ
な

形
で

あ
り

、
各

事
業

に
よ

り
チ

ェ
ッ

ク
す

る
取

組
は

異
な

る
場

合
が

あ
る

た
め

、
各

事
業

の
要

綱
・

要
領

な
ど

で
ご

確
認

く
だ

さ
い

。
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附 則 

１ この要綱は、令和６年４月１日から施行する。 

２ この要綱による改正前の要綱に基づいて実施している事業については、なお従前の例による。 

 


